
2 2 年 国 調人

口
1 7 年 国 調
増 減 率

住
民
基
本

2 3 . 3 . 3 1
2 2 . 3 . 3 1
増  減  率

45,673 人
人
％

48,400
-5.6

47,062 人
人47,625

-1.2 ％

１７ 年 国 調区 　 分

2,172

9.1
第 １ 次

第 ２ 次
9,564

40.0

産 　 　 　 業 　 　 　 構 　 　 　 造

１２ 年 国 調

9.8

2,451

10,945

43.7

第 ３ 次
11,802

49.4

11,564

46.1
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

4,477,691

14,298 0.1

面 　 積

人 口 密 度

(k㎡)

(人)

179.78

254

14,298 0.1
6,477 0.0

都 道 府 県 名

08

茨 城 県

団 体 名

2317

桜川市

市 町 村 類 型 Ⅰ－０

地方交付税種地 2 - 2

歳 入 の 状 況
区 分 決 算 額 構 成 比 経常一般財源等 構 成 比

地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金
自 動 車 取 得 税 交 付 金
軽 油 引 取 税 交 付 金
地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金
分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

4,387,701 24.2 4,387,701 39.3
302,236 1.7 302,236 2.7

6,477 0.1
2,459 0.0

402,927 2.2 402,927 3.6
58,453 0.3 58,453 0.5

- - - -
65,736 0.4 65,736 0.6

- - - -
75,013 0.4 75,013 0.7

6,363,031 35.1 5,801,179 52.0
5,801,179 32.0 5,801,179 52.0
561,852 3.1 - -

11,678,331 64.5 11,116,479 99.7
5,689 0.0 5,689 0.1
84,466 0.5 - -

194,327 1.1 7,891 0.1
25,501 0.1 - -

2,616,893 14.4 - -
- - - -

912,209 5.0 - -
32,729 0.2 23,682 0.2
5,300 0.0 - -
53,272 0.3 - -

467,553 2.6 - -
358,803 2.0 730 0.0

1,677,126 9.3 - -

18,112,199 100.0 11,154,471 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法 定 外 普 通 税

旧 法 に よ る 税

4,387,701

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水 利 地 益 税 等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

4,387,701 100.0 -

100.0 -
1,899,079 43.3 -

62,646 1.4 -
1,598,970 36.4 -

-

103,570 2.4

-

-
133,893

-

3.1 -

-

2,131,748 48.6

-

2,118,271 48.3

-

82,038 1.9
274,836 6.3

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

- -

- -
- - -
- - -
- - -

-

指 定 団 体 等

児童手当及び子ども手当
特 例 交 付 金

低 開 発

旧 産 炭

山 振
2,459

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

市 町 村 圏

現 在 高

財 政 再 生
指数表選定

財 源 超 過

35,584 0.2

×

×

×
0.0

×

35,584

○

×

×

×

-

×

○

×

区 　 　 　 　 分 平成 2 2年度 (千円 ) 平成 2 1年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

18,112,199 18,455,302
16,774,612 17,987,749
1,337,587 467,553
160,996 127,485

1,176,591 340,068
836,523 -101,487

719 1,428
- 48
- 87,612

837,242 -187,623

平成２２年度

一

般

職

員

等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員

うち技能労務員

教 育 公 務 員

う ち 消 防 職 員

臨 時 職 員

合 計

374 1,215,874 3,251

24 65,280 2,720

15 49,740 3,316

- - -

- - -

389 1,265,614 3,254

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

○

○

○

×

○

○

×

し 尿 処 理 ○

ご み 処 理 ○

火 葬 場 ○

○常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 17.10.01 8,340

副市区町村長 1 17.10.01 6,440

収 入 役 - - -

教 育 長 1 17.10.01 5,800

議 会 議 長 1 17.10.01 3,340

議 会 副 議 長 1 17.10.01 3,060

議 会 議 員 20 17.10.01 2,930

性 質 別 歳 出 の 状 況
区 分 決 算 額 構 成 比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 3,346,120 19.9 3,258,673 3,180,470 25.6
う ち 職 員 給 2,148,097 12.8 2,104,038 - -

扶 助 費 2,362,505 14.1 658,356 658,115 5.3
公 債 費 1,583,427 9.4 1,515,892 1,515,892 12.2

元 利 償 還 金 1,583,427 9.4 1,515,892 1,515,892 12.2
一 時 借 入 金 利 子 - - - - -

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

7,292,052 43.5 5,432,921 5,354,477 43.1
2,133,479 12.7 1,370,271 1,241,411 10.0

維 持 補 修 費 76,538 0.5 68,833 68,833 0.6
補 助 費 等 2,776,973 16.6 2,676,453 2,280,095 18.3

うち一部事務組合負担金 1,309,201 7.8 1,307,886 1,307,886 10.5
繰 出 金 2,233,258 13.3 2,040,953 1,618,888 13.0
積 立 金 12,790 0.1 8,760 - -
投資・出資金・貸付金 153,388 0.9 132,068 633 0.0
前 年 度 繰 上 充 用 金 - - -

2,096,134 12.5投 資 的 経 費 740,625
96,949 0.6う ち 人 件 費 96,949

2,071,639 12.3普 通 建 設 事 業 費 740,330

0.3

10.0
292,187 1.7 236,373

災 害 復 旧 事 業 費

1,670,556 402,361

24,495 0.1 295
-失 業 対 策 事 業 費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

16,774,612 100.0 12,470,884

内
訳

経常経費充当一般財源等計

85.0

千 円

経  常  収  支  比  率

13,808,471

％ ％

11.0

(減収補 債(特例分)
 及び臨時財政対策債除く)

平成21年度 (千円)

11.8

8,741,395

うち減収補 債(特例分)

議 会 費
区  分 決 算 額 (Ａ)

179,697
構成比

1.1

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

179,697
総 務 費 2,302,502 13.7 336,784 1,793,249
民 生 費 4,761,901 28.4 3,275 2,717,567

1,896,548衛 生 費 11.3 2,981 1,860,985
労 働 費 51,473 0.3 - 2,513
農 林 水 産 業 費 1,072,095 6.4 212,609 994,113
商 工 費 186,688 1.1 3,853 134,100
土 木 費 1,183,687 7.1 444,382 1,048,610
消 防 費 772,338 4.6 26,918 745,748
教 育 費 2,759,761 16.5 1,040,837 1,478,115
災 害 復 旧 費 24,495 0.1 - 295
公 債 費 1,583,427 9.4 - 1,515,892
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

5,688,690

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 16,774,612 100.0 2,071,639 12,470,884

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合 計

病 院

下 水 道

上 水 道

工 業 用 水 道

国民健康保険

そ の 他

3,035,707

652,687

625,020

149,762

-

590,757

1,017,481

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 422,853

再 差 引 収 支 112,098

加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 7,923

被 保 険 者 数 ( 人 ) 16,769

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 85

国 庫 支 出 金 101

保 険 給 付 費 210

区 　 　 　 分 平成22年度 (千円)

11,805,313

基 準 財 政 収 入 額 4,145,855
基 準 財 政 需 要 額 8,860,300
標 準 税 収 入 額 等 5,262,139
標 準 財 政 規 模 12,338,844
財 政 力 指 数 0.51
実 質 収 支 比 率 9.5
経 常 一 般 財 源 等 比 率 90.4
公債費負担比率

-実質赤字比率 -

将来負担比率

-

積 立 金 財  調 930,932
減  債 553,032
特 定 目 的 1,810,334

地 方 債 現 在 高 15,614,551
（
支
出
予
定
額
）

物 件 等 購 入 36,690
保 証 ・ 補 償 -
そ  の  他 2,247,218
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 261,457
徴
収
率

現
年

計
96.2 87.5
96.7 89.3
95.3 84.7

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)

(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

う ち 補 助
う ち 単 独

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

0.54

債
務
負
担
行
為
額

28

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

- - - -
1,275,526 7.0 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。
２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

法 定 目 的 税

-

-

-法 定 外 目 的 税

4,387,701

- -

100.0

2.9
91.6

-

14.0

131.5 136.0
930,213
552,746

1,805,221
15,267,953

の 指 定 状 況

15.1実質公債費比率(％)

54,467
-

2,531,917
-
-

261,025
96.4 88.5
96.7 90.8
95.8 85.4

連結実質赤字比率(％)

×

×

健
全
化
判
断
比
率

10,564,337

94.7

旧 新 産

旧 工 特

減収補 特例交付金 39,429 0.2 39,429 0.4


